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福井県信用農業協同組合連合会 

 



 

 

  ごあいさつ  

 

  

 皆さまには平素より福井県信用農業協同組合連合会（ＪＡバンク福井県信連）をお引き

立ていただき、厚くお礼申しあげます。 

 当会は昭和２３年にＪＡの信用事業の支援等を行うために設立された連合会組織で、農

業金融専門機関であり、県内ＪＡの組合員、利用者の信頼と期待に応えられるよう、また

地域社会の発展のために努力してまいりました。 

 本年も当会の経営方針、事業の状況等について一層の理解をいただくために「ＪＡバン 

ク福井県信連の概況」を作成いたしました。 

 ご高覧いただければ幸いに存じます。 

 平成１２年度の農業をとりまく情勢は「食料、農業、農村基本法」の理念を具体化する

ために食料自給率の目標設定を含む計画が策定され、各種施策の取組みが本格化したとこ

ろです。 

 金融情勢は、業態、グループの垣根のない再編の動きが加速し、異業種の銀行業への参

入構想も具体化してきました。 

 更に、各ＪＡ・信連・農林中金の農協系統金融機関が「ひとつの金融機関」として位置 

づけられるという新しい農協金融システムを早急に構築することが求められております。 

 このような環境下で、当会の果たすべき公共的使命、社会的意義を認識し、全役職員一 

丸となってお役に立てるよう努めてまいります。 

 今後とも一層のご支援、ご指導を賜りますようお願い申しあげます。 

 

 

    平成１３年８月 

 

    経営管理委員会会長  池 端 昭 夫 

           

    代 表 理 事 理 事 長   西 端  登 
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経 営 方 針 
 

  当会は、県下農業協同組合の信用部門における県連合会組織として、金融機関業務を行っており 

ます。 

  県下ＪＡ信用事業の発展に役立つために第１８回ＪＡ福井県大会の決議に基づき、平成１０年度

から平成１２年度の３か年の活動方針、事業運営計画を策定しており、最終年度にあたる本年度は

次の事項を基本方針として実践に努めました。 

  

      １．「農業・農村の再構築と農業政策の確立に取り組む｣ 

      ２．「地域づくりの推進とＪＡの社会的貢献に取り組む」 

      ３．「ＪＡ改革の実践と経営・事業戦略の展開に取り組む」 

      ４．「ＪＡグループを担う人づくりに取り組む」 

  の四点の実践を確認しております。 

  

  協同組合精神の基本理念に基づき、協同組織金融機関として信用事業を通じて農業の振興、  

農家経済の安定向上を図り、地域の発展に貢献することを経営理念としております。 

 

   ●農業、地域社会の発展に貢献 

     県下ＪＡとともに農業の振興、豊かな社会創りに貢献することを基本的使命として、 

「農業関連産業や地場産業への融資拡大」「資産運用等の相談機能」「少年・少女並びに高

齢者を中心とした各種イベントの開催」等を核に実践していきます。 

 

   ●健全で強靭な経営体制の堅持 

     金融新時代に対応し得る経営基盤の確立を目指し、効率化に努め、健全で磐石な体制を構

築していきます。 

     特に、財務体質の強化を重点項目として、リスク管理及び内部留保の強化による自己資本

増強を図ります。 

 

   ●系統信用事業の基盤強化 

     金融自由化の進展など新たな金融の枠組みのなかで、県下ＪＡの金融サービスの拡充やリ

スク管理、経営体質の強化などに向けた諸対応の実践について、支援してまいります。 

     また、新規事業の取扱いやオンラインシステムの拡充等について、県下ＪＡと一体となっ

て取り組んでいきます。 

 



 

　

49．　4．㈱くみあい電算センター発足 １　月　

50．　3．事務センター完成、オンラインシステム開始 １　月　

　　．　7．国庫金取扱い開始 ３　月　

51．11． 当会貯金１，０００億円達成 ４　月　

53．12． 福井県農協手形交換制度発足、メール業務開始

54．　2．全銀データ通信システム加盟

　 4． 福井県農協系統為替オンライン開始

55．  6．

ＣＤ・ATM稼動

57．  4． 新農業会館竣工

４　月　 奥越地区４ＪＡ　「ＪＡテラル越前」

58．  4． 協同カード取扱い開始

　　　７． 系統投資信託窓口販売業務開始

61．  4． 系統メール開始

　〃 嶺南地区ＪＡ福井手形交換所に加盟

 6． 福井銀行と業務提携「ふくいふるさとネットサービス」

　　10．農林中央金庫の外貨預金業務代理開始

 9． 組織機構改正により出張所廃止 　　12．コンピュータ西暦2000年問題にともなう年末年始対応

 12． 県内ファクシミリネットワーク完成 12．　５．郵便貯金とのＣＤ、ＡＴＭ相互接続開始

農林中央金庫代理業務による国債窓口販売業務開始 13．　１．組織再編計画に基づく会員ＪＡの合併実現

63．  4． オンライン日計会計システム稼動 １　月　

　　 10．

福井県下農協間オンラインネットサービス開始

都市銀行、地方銀行等との業態間オンライン現金自動支払機

丹生地区６ＪＡ　「ＪＡ越前丹生」

　

　

組織再編計画に基づく会員ＪＡの合併実現　〃

設置

農業協同組合のマーク、愛称に「ＪＡ」の使用開始

1１．　４．

組織再編計画に基づく会員ＪＡの合併実現

坂井地区５ＪＡ　「ＪＡ花咲ふくい」

南条地区４ＪＡ　「越前たけふ」

若狭地区５ＪＡ　「ＪＡ若狭」

福井手形交換所広域化実施　〃

　　　７．

　

当会貯金５，０００億円達成

福井電子計算センター（共同出資による株式会社）

貯金保険機構発足

設立

小型電子計算機導入

内国為替業務取扱い開始

自己国債等窓口販売業務取扱い開始

貯金金利完全自由化実施

「世界体操競技選手権鯖江大会記念・ＪＡの定期貯金」発売

２．　７．

　　　8．

提携開始（ＭＩＣＳ）（３年２月には第２地銀との提携開始）

福井県共同ＰＯＳネットサービス取扱い開始

外貨両替業務取扱い開始

開始

３．　９．

４．　１．

６．　10．

７．　２．

８．　１．

10．　４．

住宅金融公庫業務受託開始

農林中央金庫業務代理開始

農林漁業金融公庫業務受託開始

事務合理化のため会計機導入

当会貯金１００億円達成

　

46．　7．

コンピュータ西暦2000年問題対応のため「2000年対策課」

41．　7．

42．12．

福井県ＪＡバンク推進大会開催（ＪＡバンクのロゴ使用開始）

福井市地区２ＪＡ　「ＪＡ福井市｣

日本銀行歳入金受入事務開始

38．　4．

40．　4．

34．12．

35．10．

24．　9．

29．　4．

23．　8．福井県信用農業協同組合連合会創立 １．　１． 福井県協同フォース設立

◇昭　和◇ ◇平　成◇

ＪＡバンク福井県信連の沿革・あゆみ
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ト ピ ッ ク ス 
 

 

◆ 懸賞品付定期貯金、懸賞品付定期積金発売 ◆ 

  郵貯の定額貯金満期金奪取対策、小口貯金獲得のため、ＪＡ利用者の要望に対応するために 

 重点推進期間の県下統一商品を発売しました。ＪＡスプリングキャンペーンのダブルチャンス 

定期積金「わくわくチャンスⅤ」は６，３５７件、５４億円、夏のボーナスキャンペーンの懸 

賞品付定期貯金「ちょきんぎょ伝説Ⅱ」は１０，９３２件、１０２億円、冬のボーナス獲得キ 

ャンペーンの懸賞品付定期貯金「とんで夢チャンス」は１１，５６３件、１０３億円の実績で 

した。 

  今後とも、ＪＡ利用者の皆様に、より一層魅力のある商品をご提供してまいります。 

 

◆ 「検査部 検査課」の設置 ◆ 

  検査部門は系統金融機関の経営に対する信頼に重大な影響を与えることを認識し、他の業務 

部門から独立して、十分な牽制機能が働くような体制を整えました。 

 

◆ 福井県ＪＡバンクＦＰ、福井県ＪＡバンク認定ＰＡの設置 ◆ 

  「福井県ＪＡバンクＦＰ」とは、相談機能強化と提案型貯蓄推進業務対策として設置された 

 「福井県ＪＡバンクＦＰネットワーク」の中でＦＰ（ファイナンシャルプランナー：資産運用 

 相談者）試験に合格した人、また、「福井県ＪＡバンク認定ＰＡ」とは年金口座獲得のために 

 ＰＡ（ペンションアドバイザー：年金相談担当者）資格試験に合格した人で、他金融機関、郵 

 便局の攻勢に立ち向かい、安定資金の増大をはかるための積極的な推進を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



お預け入れ金額

 

「定期貯金」欄に同じ。

（但し、定型方式のみセット可能です。）

 　１万円以上
　 １円単位

  
 　１万円以上

（据置期間１年）  　１円単位

  １か月以上
  ５年以下・  　１万円以上
  ７年・10年  　１円単位
 

  １か月以上  　１千万円以上
  ５年以下・  　１円単位
  ７年・10年

 　１万円以上
 　１円単位

  ６か月以上  　１千円以上

  ２週間以上 　５千万円以上
  ５年以内 　１千万円単位　必要なときには、満期日前に譲渡するこ

とができます。

　毎月一定額のお積立で、生活設計に合わ
せた無理のない資金づくりができます。

　金利は市場実勢に応じて決定します。期
間は１か月から10年までお選びいただけま
す。個人のお客様の場合、３年から５年も
のが半年複利で運用できます。

　金利は市場実勢に応じて決定します。大
口資金の高利回り運用に最適な貯金です。

　市場実勢に応じて６か月毎にお預かり利
率が変動する貯金です。期間は３年で個人
の方は半年複利の運用が可能です。

　大口の余裕資金の短期運用に有利です。

普  通  貯  金

期日指定定期貯金

（スーパー定期）

  定期貯金（Ｍ型）

（大口定期貯金）

当　座　貯　金

会員であるＪＡをはじめ、地域の皆様、一般企業・団体の皆様の幅広い
ニーズにお応えするため、各種貯金をご用意いたしております．

特　　　　　色

出し入れ自由

　会社等を経営される皆様が、安全で便利
な小切手、手形をご利用いただける貯金で
す。

　お出し入れが自由にできるサイフがわり
の便利な貯金です。

　自由に引き出せる一方、残高に応じて普
通貯金より高い５段階の金利が適用される
貯金です。一時的な資金の預け入れに最適
です。

定　期  貯  金

期　間

出し入れ自由

「定期積金」欄に同じ。

出し入れ自由 １円以上

１円以上

７日間以上

３      年

３      年

  ５年以内

１円以上

１円以上

　１冊の通帳に、普通貯金、定期貯金、定
期積金がセットでき、「貯める･増やす･借
りる･払う（公共料金・クレジット等）・
受け取る（給与・年金・配当金等）」の５
つの機能を備えた便利さ抜群の口座です。
　また、ご入用の際にはいつでも、お預か
りしている定期貯金の９０％（定期積金は
掛込額の９０％）、最高３００万円まで自
動的に借りることができますので、公共料
金等の口座振替に安心してご利用いただけ
ます。

出し入れ自由

　キャッシュカード・ＪＡカードをセット
されると、さらに便利です。

要

求

払

貯

金

スーパー定期

譲　渡　性　貯　金

自 由 金 利 型

普　通　貯　金

貯　蓄　貯　金

通　知　貯　金

定 　期 　積 　金

期 日 指 定
定 期 貯 金

自由金利型定期貯金

　１年複利の有利な貯金です。期間は最高
３年ですが、１年目以降は一か月前までに
指定期日をお申込みいただくことで、自由
にお引き出しできます。

　まとまった資金の短期運用にご利用いた
だけます。

□ 貯 金 業 務 □

貯 金 の 種 類

定  期  積  金

大口定期貯金

定
　
期
　
貯
　
金

総
　
合
　
口
　
座

変動金利定期貯金

変 動 金 利
定 期 貯 金

 事 業 の ご 案 内
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　＜生活向上を応援する資金＞

元利均等

元利均等

期日一括

元利均等
元金均等

ＪＡ、ＪＡ関連団体及びＪＡの組合員向け資金はもとより、一般企業・
団体向けの設備資金や運転資金、個人向け各種ローンなど様々な用途に
対応できる資金をご用意いたしております。

　必要に応じてご
相談のうえ決定し
ます｡　なお、県信
用保証協会の保証
もご利用いただけ
ます｡

　ご相談のうえ
決定します｡

原則として
必要資金の
 ８０％

　県内に住所または
事務所をお持ちで、
事業を営まれている
一般企業等の皆様｡

　通常の運転資金・
設備資金のほか、決
算・賞与資金やその
他の季節的一時的な
資金、あるいは長期
の運転資金にご利用
いただけます｡

　＜事業の発展を応援する資金＞

□ 融 資 業 務 □

融資期間及び
返済方法ご利用いただける方

　必要に応じてご
相談のうえ決定し
ます｡

　連帯保証人１名以上
及び住宅融資保険をご
利用いただけます。

ご融資
期　間

償　還
方　法 保証及び担保

　但し、JAの組合員の
皆様は、県農業信用基
金協会の保証をご利用
いただけます。

　連帯保証人１名以上
及び融資対象の土地建
物の担保が必要です。
　但し、JAの組合員の
皆様は、県農業信用基
金協会の保証をご利用
いただけます。

　連帯保証人１名以上
及び融資対象の土地建
物の担保が必要です。

１年以内
かつ
交付金受
領日以内

　県農業信用基金協会
の保証をご利用いただ
きます。必要により連
帯保証人をいただくこ
とがあります。

JA住宅ﾛｰﾝ
（固定金利型）

　満20才以上で
その他一定の要
件を満たしてい
る方。

　ご自由です。
（事業資金、負
債整理資金を除
く。）

300万円以内
(１万円刻み)

6か月以上
5年以内

JA住宅ﾛｰﾝⅠ型
(変動金利型）

JAの組合員の
皆様は交付金
額以内、それ
以外の皆様は
5,000 万円を
上限とし交付
金額以内

3年以上
25年以内

3年以上
35年以内

お使いみち ご融資金額

　満20才以上満
66才未満で､そ
の他一定の要件
を満たしている
方｡

企 業 融 資

　住宅の新築、
増改築、宅地ま
たは住宅の購入
資金等にお使い
いただけます。

50万円以上
2,500万円以
内
(10万円刻み)

保証及び担保

同  上

ご融資金額

JA住宅ﾛｰﾝⅡ型
（変動金利型）

同  上個人事業資金

お使いみち

　県内ＪＡの組合員
の皆様｡（組合員でな
い方は、ＪＡの組合
員になっていただく
ことになります｡）

ご利用いただけ
る方

　運転資金・設備資
金・その他の資金で
農業外事業を営むた
めに必要な資金にお
使いいただけます｡

50万円以上
5,000万円以
内
(10万円刻み)

　住宅の新築、
増改築、宅地ま
たは住宅の購入
資金等にお使い
いただけます。

JAｸﾛｰﾊﾞﾛｰﾝ
(固定金利型）

　満20才以上の
JAの組合員の皆
様で一定の要件
を満たしている
方。

住宅金融公庫等
のつなぎ資金
(変動金利型）

　住宅金融公庫
等からの資金交
付までに必要と
されるつなぎ資
金としてお使い
いただけます。

　満20才以上満
66才未満で､そ
の他一定の要件
を満たしている
方｡
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元利均等
元金均等

元利均等

元利均等
元金均等

元利均等
元金均等

 

国の教育ローン

　県農業信用基金
協会の保証をご利
用いただきます。
　必要により連帯
保証人をいただく
ことがあります。

ＪＡの組合員以外
又は､㈱ｵﾘｴﾝﾄｺｰﾎﾟ
ﾚｰｼｮﾝの保証をご
利用される皆様
は､10万円以上300
万円以内(10万円
刻み）

　㈱オリエントコ
ーポレーションの
保証をご利用いた
だきます。
　必要により連帯
保証人をいただく
ことがあります。

在学期間
＋7年以内

10万円以上
300万円以内
(10万円刻み)

(変動金利型)

　ご自由です。

　ご自由です。

6か月以上
5年以内
(6か月刻み)

(事業資金、
負債整理資金
を除く。)

(事業資金、
負債整理資金
を除く。)

ご利用いただけ
る方

ﾌ ｧ ﾐ ﾘ ｰ ﾛ ｰ ﾝ
(変動金利型)

ﾌ ｧ ﾐ ﾘ ｰ ﾛ ｰ ﾝ
(固定金利型)

　満20才以上で

その他一定要件

を満たしている

方。

お使いみち

自動車購入及び教
育に関するもの

　必要により連帯
保証人をいただく
ことがあります。

ご融資金額

10万円以上
500万円以内
(1万円刻み)
その他
300万円以内
(1万円刻み)

保証及び担保償　還
方　法

ご融資
期　間

　満20才以上で
その他一定の要
件を満たしてい
る方。

　ご自由です。

　満18才以上で
その他一定の要
件を満たしてい
る方。

JAカードローン

自動車購入資
金車検費用等
にお使いいた
だけます。

JAマイカーローン

　県農業信用基金
協会又は㈱オリエ
ントコーポレーシ
ョンの保証をご利
用いただきます。

ＪＡ教育ローン
(固定金利型)

　ご子弟の入
学金や授業料
等学費の支払
い、生活費等
にお使いいた
だけます。

500万円以内
(1万円刻み)

　満20才以上の
JAの組合員の皆
様で一定の要件
を満たしている
方。

5年以内
㈱ｵﾘｴﾝﾄｺｰﾎﾟ

ﾚｰｼｮﾝの保証

をご利用さ

れる皆様は､

6か月以上

5年以内

(6か月刻み)

　当会の融資取
引先もしくは融
資見込先の従業
員の皆様(勤続
３年以上、満20
才以上)でその
他一定要件を満
たしている方。

エキサイトローン

　連帯保証人１名
以上
　但し、JAの組合
員の皆様は県農業
信用基金協会の保
証をご利用いただ
けます。

農業基盤整備資金、農地等取得資金、農業経営維持安定資金、農業構造改善事業推進資
金、農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）、中山間地域活性化資金、他

マイホーム新築資金、リフォーム資金、建売住宅購入資金、中古住宅購入資金、他

10万円以上
500万円以内

随時償還

　必要により連帯
保証人をいただく
ことがあります。

　県農業信用基金
協会又は㈱日本信
販の保証をご利用
いただけます。

50万円以内
(1万円刻み)

資         金         名

但し､JAの組合員
以外の皆様は､
　　300円以内
　　(1万円刻み)

6か月以上
7年以内

国民生活金融公庫

契約期間
1年
(１年毎に自
動更新)

農 林漁業金融公庫

□ 公 庫 資 金 □

住 宅 金 融 公 庫

金融機関等

政府系金融機関等の取扱い窓口として、農林漁業金融公庫や住宅金融公
庫等の受託貸付業務をお取扱いしております。

(固定金利型)
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有

（注）投資信託は元本および利息の保証はありません。また、貯金保険制度の対象ではございません。

有

割　引　国　債 ５万円 奇 数 月 該当月25日頃～２週間位 有

長　期　国　債

中　期　国　債

５  年

６  年 ３週間以内５万円

３週間以内２年～４年 月１回程度

四 半 期

１ 回 程 度

５万円

１０年長　期　国　債

申込単位 保護預り

５万円

発　　行 募　集　期　間

毎月25日頃～２週間位毎　　月 有

農中日本株
オ ー プ ン
（愛称：ﾆｭｰ
ﾁｮｲｽ）

累積投資ｺｰ
ｽ､一般ｺｰｽ
とも 1万円
以上１円単
位

累積投資ｺｰ
ｽのみ１万
円以上１円
単位

金利変動
リスク 無期限

株価変動
リスク 無期限

農林中金全共連
ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

日本国内の債券を主要投資対象とし、国
内債券の代表的な運用指標（ベンチマー
ク）である NOMURA－BPI総合指数を中長
期的に上回る収益獲得を目指します。

ＪＡ日本債券
フ ァ ン ド

農林中金全共連
ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

追加型株式
投信（国内
株式型）

株価変動
リスク

平成20年
８月21日
まで

農林中金全共連
ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ファンド名

平成20年
５月25日
まで

累積投資ｺｰ
ｽのみ１万
円以上１円
単位

Ｊ Ａ TOPIX
オ ー プ ン

農林中金全共連
ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

追加型株式
投信 （ ｲ ﾝ
ﾃﾞｯｸｽ型）

日本国内の株式を主要投資対象とし、
日経平均株価（日経２２５）に連動した
収益獲得を目指します。

農 中 日 経
２ ２ ５
オ ー プ ン

農 中
U S 債 券
オ ー プ ン

累積投資ｺｰ
ｽ､一般ｺｰｽ
とも 1万円
以上１円単
位

運用会社

追 加 型
株 式 投 信
（ﾊﾞﾗﾝｽ型）

平成15年
１月13日
まで

追 加 型
株 式 投 信
（ﾊﾞﾗﾝｽ型）

為替ヘッジを行わずに米国国債を中心と
する米国の債券に投資し、日米金利差益
および為替差益獲得を目指します。

金利変動
ﾘｽｸ・為
替変動ﾘｽ
ｸ・信用ﾘ
ｽｸ

農林中金全共連
ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

累積投資ｺｰ
ｽ､一般ｺｰｽ
とも１万円
以上１円単
位

ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ
世界資産配分
オ ー プ ン
（果樹園）

ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ
投信

追 加 型
株 式 投 信
（ﾊﾞﾗﾝｽ型）

為替リスクを限定しながら、日本を含む
世界各国の株式・債券・短期金融商品に
分散投資し、長期的に安定した収益獲得
を目指します。

無期限

株価変動
リスク

お客さまの最適な資金運用プランの選択をサポートするため、投資信託
の窓口販売業務を行っております。商品ごとに募集または販売の方法に
よりご購入いただけます。

追加型株式
投信 （ ｲ ﾝ
ﾃﾞｯｸｽ型）

日本国内の株式を主要投資対象とし、
東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）に連動した
収益獲得を目指します。

商品分類 フ ァ ン ド の 特 色

日本国内の株式を主要投資対象とし、
個別銘柄選択を重視した運用により中長
期的な収益獲得を目指します。

□投資信託窓販業務□

期　　間種　　　　類

累 積 投 資
コ ー ス の
み、 1万円
以上１円単
位

当会がお預かりした貯金は収益性、安全性、流動性を重視し、貸出資金
や有価証券等により効率的に運用しております。また国債の窓口販売業
務を実施し、皆様のご要望にお応えしております。

□国債窓口販売業務□

主 な
リスク

信 託
期 間

購　　入
単　　位

金利変動
ﾘｽｸ・為
替変動ﾘｽ
ｸ・株価
変動ﾘｽｸ
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海外へ出かけられる皆様のお役に立つよう、米ドルの販売・買取及び旅
行小切手（Ｔ/Ｃ）販売・買取を行っております。□ 両 替 業 務 □

外　 国 　通 　貨

旅行小切手（Ｔ/Ｃ）

日本円を米ドルに交換いたします。また、お持ち帰りの米ドルを日本円に交
換いたします。

　円建・米ドル建の旅行小切手（Ｔ/Ｃ）の販売・買取を行っております。

種　　　　　　類

ＪＡの正・
准組合員個
人等

□ 各種サービス業務 □
会員であるＪＡをはじめ、地域の皆様、一般企業・団体の皆様の幅広
いニーズにお応えするため、各種サービスをご用意いたしておりま
す。

内　　　　　　　　　　　　　　　容

自動支払サービス
電気、電話、ＮＨＫ放送受信料等公共料金のほか、高校授業料、各種クレ

ジット代金など、月づきのお支払いをご指定の口座（普通貯金（総合口座を含
む）、当座貯金）から自動的にお支払いいたします。

市場金利の動
向、期間及び
金額区分に応
じて決定

内国為替サービス 県内・全国のＪＡはもとより、国内の各銀行等への振込・送金・代金取立な
どを安全・確実・迅速に行うサービスです。

自動受取サービス
給料やボーナス、年金などがお客様ご指定の貯金口座に自動的に振り込まれ

ます。振り込まれた資金は、窓口はもちろんキャッシュカードにより必要なと
きにお引き出しいただけます。

（注）外貨預金は為替変動リスクがあります。また、貯金保険制度の対象ではございません。

種　　　　　　類

オープン型
外貨定期預金

定時振込サービス

家賃、地代、駐車料金、仕送り等をご指定のお振込方法（毎日、毎週、毎
月、２か月毎、４ヶ月毎、６ヵ月毎、毎年）により、お客様に代わって当会が
行うサービスです。お客様の普通貯金口座等から当会にある他口座への振替は
もちろん､全国の金融機関へのご送金が可能です。

営業日の
午前11時
から午後
２時まで

内　　　　　　　　　　　　　　　容

小口・・・50万円相当額以上
1，000万円未満３か月

６ヶ月
１　年

米ドル
のみ

組合員等の皆様の外貨預金ニーズにお応えするため、農林中央金庫の業
務代理として、オープン型外貨定期預金をお取扱いしております。□ 外貨預金業務 □

大口・・・1，000万円相当額
以上

お 預 入 れ 金 額 利　　率 お取扱い時
間預金の種類 ご利用いた

だける方
お 取 扱
い通貨 期　間
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家計簿機能サービス

クレジットカード

種　　　　　　類

ＡＴＭ機能（現金自動預
入・支払機）

スウィングサービス

キャッシュカードによる貯金のお引き出し、ご入金、残高照会、また通帳記
帳、両替はもちろん、県内・全国のＪＡ・信連・銀行等のお客様ご指定口座へお
振込ができるほか、定期貯金のお受け入れを行っております。

ＪＡグループが発行する「ＪＡカード」は、ＶＩＳＡ、マスター、ＪＣＢでの
３種類のカードの中からお客様のニーズに応じてお選びいただけます。
また、ＪＲのみどりの窓口でご利用いただけるＪＲ提携カードのお取扱いも

行っております。

普通貯金（総合口座を含む）に家計簿機能「家計名人」をセットされますと、
１か月の入金額・出金額及び収支残高を自動的に計算し通帳に印字します。
また、ご希望のお客様には明細票としてもお渡ししますので、通帳を簡単な家
計簿としてご利用いただけます。

普通貯金の余裕資金を高利回りの貯蓄貯金に自動的に振り替えたり、口座振替
時に普通貯金が残高不足の時、貯蓄貯金から必要な資金を普通貯金へ自動的に振
り替える、大変お得で便利なサービスです。

内　　　　　　　　　　　　　　　容

キャッシュサービス
当会のキャッシュカードは、全国のＪＡ、信連、農林中金､都銀、地銀、第二

地銀、信金、信組、労金、信漁連、漁協、郵便局のＣＤ（現金自動支払機）、Ａ
ＴＭ（現金自動預入・支払機）がご利用いただけます。
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 －10－ 

 

 

 

 

   ＪＡグループは農業専門金融機関であり、地域経済の活性化に資する地域金融機関 

  として金融事業を通じて農業、地域経済の発展に貢献することが社会的責任であると 

  考えております。 

   県下ＪＡとともに皆様の豊かな暮らしづくりに貢献できるよう関係諸団体と連携を 

  とりながら、積極的な活動に努めております。 

 

  ◆ＪＡ年金友の会ゲートボール大会 

    ＪＡ年金友の会の拡大育成と会員の親睦を深め、年金友の会の発展を期すること 

   を目的とし、会員によるゲートボール大会を開催しております。また、各地区を勝 

   ち抜いてきたチームが一堂に会して、県大会を開催しております。 

   

  ◆「おとうさん・おかあさんを描こう」コンクール 

    「父の日」、「母の日」にちなんでコンクールを開催して、心豊かな家庭と地域 

   住民の方々とのふれあいを求め、次世代を担う児童生徒の健全な成長のため、さら 

   にＪＡ信用事業の理解を得ることを目的に開催しております。 

 

  ◆小学校児童による貯蓄に関する作文コンクール 

    児童に正しい金銭教育と貯蓄心並びに物の大切さを芽生え育ませることを目的に 

   開催しております。 

 

  ◆サッカー選手権大会 

    地域のスポーツ振興とサッカー競技を通して心身を鍛練し、心豊かな人間を育て 

   るとともに、サッカー技術の向上をめざし、広く県民にＪＡ信用事業の理解を得る 

   ことを目的とし、小・中学生の参加により開催しております。 

  

  ◆年金相談会の実施 

    年金受給者やこれから受給対象となる方々に対して、当会職員や専門の社会保険 

   労務士が種々の疑問にお答えし、各種年金への理解を深めていただくとともに、も 

   らい忘れ年金の発掘に役立っております。 

 

 

 

社会的責任と貢献活動 



                    －11－ 

 

 
「おとうさん・おかあさんを描こう」コンクール 
  －大  賞－       －金  賞－ 
○さいとう たくやくん     
 （大関幼稚園）  ○かたかわ さえかさん 
     （鶉幼稚園東部分園） 
   ○つちだ あきこさん 
    （羽生幼稚園） 
   ○ふじき なるみさん 
    （白山幼稚園） 
 
 
「貯蓄に関する作文」コンクール  
  －（個人）金  賞－     ―（団体）最優秀賞― 
○加 藤 由 貴さん （立待小 ５年）    ○立 待 小学校 
       ―（団体）優秀賞― 
        ○一 乗 小学校 
        ○北中山 小学校 
 
 
ＪＡバンク杯 ’２０００福井県少年サッカー選手権大会 
  優 勝   武生フットボールクラブジュニア    ―優秀選手賞― 
  準優勝   日新ＦＣスポーツ少年団     ○坂田 亮介 君（武生） 
  第 3位   平章サッカースポーツ少年団    ○清水 翔  君（武生） 
  第 4位   明新少年サッカークラブ     ○前田 裕二 君（日新） 
         ○伊東 祐真 君（平章） 
         ○清水 翔太 君（明新） 
 
 
ＪＡバンク杯 ’２０００福井県ジュニアユースサッカー選手権大会 
  優 勝   金 津 中学校 
  準優勝   丸 岡 中学校 
 
 
福井県ＪＡバンク年金友の会ゲートボール大会 
  優 勝   薄墨桜チーム  （福井池田町） 
  準優勝   朝日むつみチーム（福井朝日町） 
  第 3位   河和田Ｂチーム （鯖 江 市） 

平成１２年度イベント被表彰者・チーム 
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業務運営に関する考え方 
  ●融資運営について 

    当会は、農業、農村、地域社会発展に寄与することを主眼にして、系統資金の地域還元を図り、地場 

産業への積極的な融資に努めております。一般企業向け、個人企業向け、各種ローンの推進にも積極的 

取り組んでまいります。農業基盤の安定・強化を目指した農業関連融資の拡充はもとより、地域金融機 

関として、種々の資金需要に応え、地域の発展にお役に立つよう努めてまいります。さらに、金融機関 

の使命としてリスク分散に細心の注意を払いつつ、貸出資産の健全維持に努めてまいります。 

  ●リスク管理体制について 

    金融機関を取り巻く環境、条件は金融の自由化、国際化の進展やデリバティブ取引の急速な拡大に伴 

い著しく変化しており、それに伴う信用リスク、金利リスク、流動性リスク等が増大してきています。

資産の健全化のために、所管部署で厳格な自己査定を行い資産の適正化を図るとともに、リスク管理 

委員会を開催し検討を行っております。 

   〇審査・検査体制 

    当会では、事務処理の厳正化、事故の未然防止のために、検査課が全部署に対し実地検査を行ってお 

   ります。また、審査課では審査基準に基づき、財務分析等により信用リスク管理を行い、資産の健全性 

維持向上のための管理を行っております。さらに、常勤・員外監事を設置し、健全経営の保持を行い審 

査検査体制の充実、強化に努めております。 

   〇ＡＬＭ（資産・負債総合管理） 

    資産・負債は金利変動等の影響を敏感に受ける構造に変化してきており、各種リスクの評価、リスク 

   回避のための対応戦略を行うとともに、資金調達、運用方針を協議するため資金運用会議を定期的に行 

い、財務の健全性維持と安定的な収益確保に努めております。 

  ●法令等遵守（コンプライアンス）体制について   

    金融機関は社会的責任、公共的使命を再確認し、確固たる倫理観と誠実さに基づいた公平な行動をと 

ることが従来以上に求められており、当会としても以下のように整備いたしました。 

１．コンプライアンス機能の定着と一層の高揚に注力する。 

     リーガル・チェック機能の常軌化による、リスク管理マインドの組織面、人心面の徹底 

２．コンプライアンス体制の整備 

     役員の機能強化、コンプライアンスオフィサー機能の導入、金融検査マニュアルに定める必要な手 

当等 

   ３．コンプライアンス推進活動 

     理事会の機能強化、リスクの認識と評価、「金融商品販売法」の遵守状況とモニタリング 

   ４．マニュアル、プログラムの設定 

     対象法令、規程等の変動に対応、活動結果を次年度用に反映 

   ５．内部統制の強化 

     法務関連情報の収集、管理、リーガル・チェック体制の整備 

   ６．コンプライアンス研修 

     各課を実施単位とする継続研修 

   ７．広報  

本会ホームページ上に「業務方針」、ディスクロージャー誌に「取組姿勢」を記載 
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 ● 概   要 ● 

 

   ２０００年１～３月期からプラス成長となった日本経済は、携帯電話、パソコン等の機器 

を中心にＩＴ関連の設備投資と好景気に湧いた米国、著しい回復を遂げたアジア等への輸出 

に主導され、緩やかながら景気回復を続けていましたが、米国の景気減速による輸出の伸び 

悩み等で足踏み状態が続いています。 

   その上景気減速と農産物価格の下落が農業所得の減少を招いており、我が国農業は新農業 

  基本法により食料の安全保障と多面的機能の発揮等を求められておりますが、低コスト努力 

には産業構造、自然条件に限界があり、市場原理や自由化のみでは打つ手がありません。 

   金融情勢については、日銀の金融緩和策としてゼロ金利政策が８月まで継続され、個人資 

産の流動性選好の高まりとともに、金融機関の定期性預金による資金調達を困難にさせまし 

た。 

   更に、信金、信組等の地域金融機関の破綻は、金融機関の信用力についての認識を新たな 

  ものにしました。 

   このような状況下で、県下２１ＪＡ役員、信用担当部課長、支店（所）長２５０名の参加 

により、「信頼の証」であるＪＡ貯金の増強に向けて”がんばれＪＡ貯金”推進大会を開催 

しました。 

   さらに、県下ＪＡでは金融商品の多様化、低金利による貯金の相対的魅力の低下とＪＡ貯 

  金の低迷打破、ペイオフ凍結解除に向けた金融機関間の競争激化に対処するため、店舗、渉 

外、窓口の３部門をバランスよく向上させ、店舗の業績と収益強化のために第１０回信用事 

  業「チャレンジ10,000点運動」を実施しました。 

   また、組織整備においては、平成１３年１月１日ＪＡ越前丹生が設立され、更に、今立地 

  区の鯖江市、今立町の２ＪＡでは平成１４年１月１日合併に向けて今立地区ＪＡ合併促進協 

議会を設立しました。 

   本会事業においては、長引く契機の停滞と農畜産物価格の低迷など引き続き厳しい状況の 

  中にあって、貯金平残 5,196億円（対前年比 100.7％）、貸出金平残 336億円（対前年比 

  97.7％) となりましたが、資金運用の効率化や経費の抑制などに努めた結果、所期の成果を 

  収めることができました。 

   ここに、会員ＪＡをはじめ関係機関のご協力とご支援に対しまして、厚くお礼申しあげる 

  次第でございます。 

  

業  績 
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長引く超低金利、長引く不況、農畜産物価格は低迷しているものの、会員ＪＡと協調し、会員の

系統利用率向上と系統外資金の吸収拡大と取引先に対する深耕を深めた結果、総貯金は期末残で 

5,239億円（対前年比 1.2％増加）、年間平残 5,196億円（対前年比 0.7％増加）でほぼ前年並みで

した。 

その内訳は期末残で定期性貯金 5,094億円、当座性貯金 145億円でした。 

 

 

 

会員、農業関連企業への融資伸長を図るとともに、地場企業等への員外貸出先開拓や既貸出先に

対して継続的推進に取り組みました。 

債権管理は信用リスク等の適切な運用による債権の保全管理回収に努めましたが、期末残 327億

円（対前年比 6.6％の増加）で、年間平残は 336億円（対前年比 2.3％の減少）でした。 

 

 

 

会員、関係機関との協調のもと、農業生産力の維持増進と地域の生活改善整備のため尽力しまし

たが、農林漁業金融公庫資金は期末残77億円で、対前年比 7億円の減少でした。 

住宅金融公庫資金につきましては、期末残 126億円で前年並みとなりましたが、受託貸付金全体

では期末残 207億円で前年に対し 7億円の減少でした。 

 

 

 

系統においての為替決済の中心としての機能発揮に努めました。 

ＪＡの取扱体制の整備と事務処理の正確性保持のため、各種の実務研修会の実施、国庫金振込事

務の検査実施により、事務処理のレベルアップを図りました。 

その結果、仕向処理37千件、5,023億円、被仕向処理29千件、1,872億円の取り扱いでした。 

 

 

本年度は有価証券の時価会計導入、相互援助制度積立金の特別積立、自己査定Ⅳ分類債権の償却

などが特徴です。事業収益は71億円で対前年比３億円の減少で、主なものは預金利息が１億円、受

取奨励金が１億円の減少でした。 

一方、事業費用は４８億円と対前年比３億円の減少、主なものは貯金利息の３億円の減少があげ

られます。 

全体としては、資金量の減少と利回り低下から、経常利益は1.3％の減少でした。 

その結果、当期剰余金は17億円となり、前年比6.7％の減少でした。      

〇貯   金○ 

○貸 出 金○ 

○受託貸付金○ 

○内 国 為 替○ 

○損 益 状 況○ 



●　最近５年間の主要な経営指標　●

　

7,292 7,536 8,604 9,063 10,346

2,140 2,168 2,478 2,668 3,225

　　 1,727 1,851 1,934 2,266 2,275

14,787 14,538 14,334　　 13,356　　 12,375

( 1,478,771 ) ( 1,453,845 ) ( 1,433,471 ) ( 1,335,641 ) ( 1,237,560 )

36,081 32,414 31,755 29,781　　 27,522

565,856 554,595 554,135 556,193　　 572,221

523,941 517,479 517,978 521,794　　 540,145

　　 32,665　　 30,640　　 31,810 33,460　　 25,999　

　　 　　 200,275 206,281 185,810 183,318　　 182,318　

　　 　　 1,271 1,316 1,301 1,437　 1,464　

　・ 　　 305 349 323 442　 418　

　・ 　　 966 967 978 995　 1,045　

　　 　　 87 86 89 91　 93　

　 　　 16.47 16.27 16.12 16.74　 5.14　

　

　 １２年度 １１年度 １０年度

主要業務の状況

貸 出 金 残 高

有 価 証 券 残 高

剰 余 金 配 当 金 額

純 資 産 額

総 資 産 額

貯 金 等 残 高

（ 出 資 口 数 ）

経 常 収 益

経 常 利 益

（単位：百万円、口、人、％）

注　９年度以降の単体自己資本比率は、リスクアセット方式により算出しております。

事 業 利 用 分 量 配 当 の 額

職 員 数

単 体 自 己 資 本 比 率

出 資 配 当 の 額

９年度 ８年度

当 期 剰 余 金

出 資 金
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●　利益総括表　●

       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円，％）

　

 　 　 △ 47

　 　 　 　 9

　　　 　 　 　 260

　　　 　 　 　 220

　　　 　 0.04

●　資金運用収支の内訳　●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　（単位：百万円，％）

　 利回り

　 1.26

1.89

0.97

1.64

 0.65

0.65

0

　 0.42

　　　注１　預け金及び貯金には受取・支払奨励金が含まれています。
　　　　　　貸出金にはコール・ローンが含まれています。
　　　　　　有価証券には買入金銭債権・金銭の信託が含まれています。
　　　　　　貯金には譲渡性貯金が含まれています。
　　　注２
　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ
　　　　　１．総資金運用利回＝
　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ
　　　　　　　Ａ＝貸出金利息＋預け金利息＋買入金銭債権利息＋金銭の信託運用益＋有価証券利息配当金

　　　　　　　　＋コール・ローン利息（預け金利息には、受取奨励金、受取特別配当金を含む）
　
　　　　　　　Ｂ＝貸出金平残＋預け金平残＋買入金銭債権平残＋金銭の信託平残＋有価証券平残

　　　　　　　　＋コール・ローン平残
　　　　　　　　　　　　　　　　ａ
　　　　　２．総資金原価率＝
　　　　　　　　　　　　　　　　ｂ
　　　　　　　ａ＝貯金利息＋譲渡性貯金利息＋支払奨励金＋借用金利息－金銭の信託運用見合費用＋経費
　
　　　　　　　ｂ＝（貯金＋譲渡性貯金＋借用金）平残

　　　　　３．総資金利ざや＝総資金運用利回りー総資金原価率

×１００

×１００

増  　減

（事業粗利益率）

区　　　分 平成12年度  平成11年度

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 支

その他信用事業収支

事 業 粗 利 益

種　　　類
平均残高 利　息

平成12年度 平成11年度

利回り 平均残高 利　息

0.39

535,996

34,415

資金運用勘定

総資金利ざや

貸 出 金

預 け 金

有価証券

貯  　金

0

847

借 用 金

資金調達勘定 516,086

516,086

 事業の状況

0

3,029

3,078

3,360

3,360

0.16

0.16

642

2,871

847

0

0.21

1.53

0 0

313,567

188,013

308,203

187,092

519,643

519,643

6,758

650

0.74 0.70

528,928 4,153

33,632

0.79

1.90639

3,447

97

216

3,762

3,400

106

476

3,982
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●　受取・支払利息の増減額　●

　　　　　　　　　　　　

　 　 △ 　 △

　 △ 　 △

　 　

　 △ 　 △

　 　

　 　

　 △ 　 △

　 △ 　 △

　 △ 　　 △

　 　

　 　

　 △ 　 △

　

●　利益率　● 　

　 △

△

△

△

0

0

1　2　4

9　2　5

9　7

　　

3　2　01　3　2

5 . 3 0

0 . 3 3

6 . 0 0

0 . 0 2

0 . 7 0

0 . 3 1

総 資 産 経 常 利 益 率

資 本 経 常 利 益 率

総資産当期純利益率

資 本 当 期 純 利 益 率

（単位：百万円）

6 . 5 6

0 . 3 9

7 . 0 3

0 . 0 1

0 . 4 7

0 . 3 8

平成12年度

1　3

2　5　3

平成11年度増減額

種　　　　　類

借 用 金 0

譲 渡 性 貯 金

貯 金

支 払 利 息

5　0　7

5　2　5

5　2　5

4　0　0

買 入 手 形

増　減

差 し 引 き

（単位：％）

平成11年度

0

2　5　3

0

0

商 品 有 価 証 券

0

預 け 金

0

注　増減額は前年度対比です。

区 分

貸 出 金

受 取 利 息 2　6　7

1　0

平成12年度増減額

コ ー ル ・ ロ ー ン

有 価 証 券
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　 貯　　金
　

　　　　 　 　 　　

●　科目別貯金平均残高　●

　

平成12年度 平成11年度

　　　

10,827 2.1 13,288 2.6 　△ 2,461

　　 508,800 97.9 502,785 97.4 　 6,015

16 0.0 13 0.0 　 3

　 519,643 100.0 516,086 100.0 　 3,557

　 0 0.0 0 0.0 　 0

　 519,643 100.0 516,086 100.0 　 3,557

　　　注１　流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金
　　　注２　定期性貯金＝定期貯金＋定期積金

●　定期貯金残高　●

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成12年度 平成11年度

　　　

　 509,350 100.0 487,374 100.0 　

　 509,350 100.0 487,373 100.0 　

 　 0 0.0 0 0.0 　 0

　　　注１　固定自由金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期貯金
　　　注２　変動自由金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自
　　　　　　　　　　　　　　　由金利定期貯金

うち変動金利定期貯金

金　　額 金　　額 構成比構成比

金　　額 金　　額 構成比構成比

譲 渡 性 貯 金

（単位：百万円、％）

合　　　計

増　　減

増　　減

（単位：百万円、％）

流 動 性 貯 金

定 期 性 貯 金

そ の 他 の 貯 金

計

科　　　　　目

区　　　　　分

21,976

21,976

定 期 貯 金

うち固定金利定期貯金
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　 貸　出　金

●　科目別貸出金平均残高　●

　　　　　　　　　　

　 　

△

　

△  

△

●　貸出金残高の金利条件別内訳　● 　

　

　 　

　 △

 

●　貸出金残高の使途別内訳　●

 

　  

　 △

 

4 , 4 6 7

2 , 0 2 5

区　　分

区　　分

区　　分

8

    9 7 2

   7 8 33 3 , 6 3 2

5 9 5

6

2 7 , 6 5 0

34.6

3 0 , 6 4 0 100.0

28.5

構成比

平成11年度

金　　額

65.4

71.5

100.0

平成11年度平成12年度

7 , 9 3 14 , 4 0 7 3 , 5 2 4

1 4

3 4 , 4 1 5

1 , 5 6 7

18.8 1 0 , 6 0 6

金　　額

金　　額 金　　額

2 0 , 0 3 4

1 6 , 9 9 6

3 2 , 6 6 5

平成12年度

平成12年度

100.0

8 , 7 4 3

2 1 , 8 9 7

3 0 , 6 4 0

平成11年度

48.0

52.0

構成比

1 5 , 6 6 9

運　転　資　金

合　　計

構成比

2 6 , 5 2 6 81.2

3 2 , 6 6 5 100.0

構成比

設　備　資　金

6 , 1 3 9

6 , 4 9 2

増　　減

手　形　貸　付

証　書　貸　付

当　座　貸　越

割　引　手　形

合　　計

固定金利貸出

変動金利貸出

合　　計

(単位：百万円，％）

(単位：百万円，％）

(単位：百万円，％）

増　　減

6 , 9 2 6

4 , 9 0 1

2 , 0 2 5

1 , 7 7 62 5 , 8 7 4

増　　減
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●　貸出金残高の担保別内訳　● 　　　 　

区　　　　　分 　 平成12年度 　 平成11年度 増　　減

貯 金 等 　 2 4 3 1 8 3 6 0

有 価 証 券 　 0 2 , 0 0 0 △ 2 , 0 0 0

動 産 　 0 0 0

不 動 産 　 7 , 0 5 7 7 , 7 7 3 △ 7 1 6

そ の 他 担 保 物 　 3 , 9 2 0 3 , 9 1 0 1 0

計 　 1 1 , 2 2 1 1 3 , 8 6 6 △ 2 , 6 4 5

農業信用基金協会保証 　 1 , 1 2 8 1 , 2 3 4 △ 1 0 6

そ の 他 保 証 　 4 , 8 9 4 5 , 7 4 1 △ 8 4 7

計 　　 6 , 0 2 3 6 , 9 7 5 △ 9 5 2

信 用 　 1 5 , 4 2 0 9 , 7 9 9 5 , 6 2 1

合　　　計 　 3 2 , 6 6 5 3 0 , 6 4 0 2 , 0 2 5

●　債務保証の担保別内訳　●

区　　　　　分 　 平成12年度 　 平成11年度

貯 金 等 　 0 0 0

有 価 証 券 　 0 0 0

動 産 　 0 0 0

不 動 産 　 0 0 0

そ の 他 担 保 物 　 0 0 0

計 　 0 0 0

信 用 　 3 4 △ 1

合　　　計 　 3 4 △ 1

増　　　減

（単位：百万円，％）

（単位：百万円，％）
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●　業種別の貸出金残高　●

　　　　　　　　　　　　

　　 　　

3 2 6 　

1 6 　

0 　

1 , 0 9 4 　

0 　

△ 2 4 6 　

　 　

　

△ 1 9 　

　

　

1 , 8 0 6 　

4 6 4 　

1 2 　

7 6 　

△ 2 , 7 6 9 　

2 , 0 2 5

　

●　貯貸率・貯証率　●

　

　 △

　 △

0 . 2 0

1 . 6 4

1 . 5 4

科 目 増  　減

（単位：％）

2 6 5

1 , 0 0 06.1 3.3

5, 6 7 8

1 , 6 4 0

3 8 1

2 , 0 0 0 1 , 0 0 0

1 , 0 6 34.1

5 8 8

1 1 , 2 9 7

6 , 1 4 2

（単位：百万円，％）

3 , 0 4 6

3 2 , 6 6 5

2 , 0 4 5

2 0 3

0

3 5 1

0

5 7 9

1 3 , 1 0 3

1 , 6 5 2

4 5 7

5 6 9

1 , 3 2 8

1 , 4 4 5

0

3 3 3

2 , 3 7 1

2 1 9

0

貯
貸
率

貯
証
率

5 . 9 2

6 . 6 7

3 9 . 8 6

3 4 . 4 6

6 . 4 7

3 8 . 2 2

3 6 . 0 0

期末残高 0 . 3 1　

平成12年度 平成11年度 増　減

19.0

100.0100.0

5 , 8 1 5

3 0 , 6 4 0

平 成 11 年 度平 成 12 年 度

36.9

18.5

0.7

0.0

1.1

0.0

金　　　額 金　　　額

5.3

1.2

1.9

1.9

3.5

構成比

6.7

1.4

9.3

構成比

40.1

18.8

5.1

0.0

1.0

1.7

7.3

0.7

0.0

4.4

期中平均

期末残高

期中平均

6 . 2 3

卸 売 ・ 小 売 業

合 計

そ の 他

地 方 公 共 団 体

サ ー ビ ス 業

不 動 産 業

金 融 ・ 保 険 業

・飲食店

区　　　　分

農 業

林 業

水 産 業

製 造 業

運 輸 ・ 通 信 業

鉱 業

建 設 業

電 気 ・ ガ ス ・

熱供給・水道業
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  　有 価 証 券

●　種類別有価証券平均残高　● 　　　 　

　

種　　類 平成12年度 平成11年度 増　　減

国 債 　 4 1 , 6 5 7 3 5 , 9 3 8 5 , 7 1 9

地 方 債 　 2 , 6 4 0 3 , 3 5 3 △ 7 1 3

社 債 　 8 3 , 8 9 4 8 5 , 3 0 7 △ 1 , 4 1 3

株 式 　 7 7 2 5 5 1 2 2 1

外 国 債 券 　  1 0 , 1 9 4 6 , 3 8 8 3 , 8 0 6

そ の 他 の 証 券 　 4 7 , 9 3 3 4 6 , 3 2 1 1 , 6 1 2

合　　　計 　 1 8 7 , 0 9 2 1 7 7 , 8 6 1 9 , 2 3 1

●　商品有価証券種類別平均残高　●

種　　類 平成12年度 平成11年度 増　　減

商 品 国 債 　

商 品 地 方 債 　

商品政府保証債 　

貸 付 商 品 債 券 　

合　　　計 　

　

　

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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●　有価証券残存期間別残高　● 　 　

　

１年以下 １年超 ３年超 ５年超 ７年超 10年超 期間の定め

区　　　分 ～ ～ ～ ～ のないもの 合　計
　 ３年以下 ５年以下 ７年以下 10年以下 　

平成12年度

国 債 34,083 8,423 2,580 12,778 2,776 0 0 60,641

地 方 債 392 0 0 329 1,698 0 0 2,419

社 債 24,984 28,362 34,711 3,620 473 0 0 92,153

株 式 　 　 　 　 　 　 1,026 1,026

外 国 債 券 200 605 3,260 0 0 0 0 4,065

その他の証券 40 81 581 132 26 0 39,105 39,968

貸付有価証券 0 0 0 0 0 0 0 0

平成11年度 　

国 債 26,012 8,872 3,506 7,853 12,122 0 0 58,368

地 方 債 0 381 0 0 3,200 0 0 3,581

社 債 18,403 39,223 31,439 2,498 1,989 0 0 93,553

株 式 　 　 　 　 　 　 687 687

外 国 債 券 898 100 3,000 0 0 0 0 3,998

その他の証券 140 80 5,840 1,884 67 0 38,080 46,092

貸付有価証券 0 0 0 0 0 0 0 0

（単位：百万円）
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 　貸 借 対 照 表

13年3月末 12年3月末 13年3月末 12年3月末

979 840 523,941 517,479

303,660 295,827 当 座 貯 金 6,276 6,866

系 統 預 け 金 303,459 290,863 普 通 貯 金 2,121 10,060

系統外預け金 201 4,963 貯 蓄 貯 金 0 0

譲渡性預け金 0 0 通 知 貯 金 6,106 13,104

0 0 別 段 貯 金 37 13

0 0 定 期 貯 金 509,350 487,374

11,301 5,199 定 期 積 金 49 57

0 0 0 0

0 0 0 0

200,275 206,281 161 129

国 債 60,641 58,368 1,676 2,146

地 方 債 2,419 3,581 未払利息その他 1,676 2,146

社 債 92,153 93,553 その他の負債 0 0

株 式 1,026 687 694 0

その他の証券 44,034 50,091 1,825 1,649

貸付有価証券 0 0 相互援助積立金 287 158

32,665 30,640 退職給付引当金 950 907

手 形 貸 付 金 1,761 4,189 国債価格変動引当金 588 583

証 書 貸 付 金 26,581 26,210 1,474 1,632

当 座 貸 越 4,272 232 529,774 523,037

割 引 手 形 50 7 11,907 10,591

1,695 954 2,880 3,946
未収利息その他 1,692 946 2,658 2,755

その他の資産 3 8 7,510 7,110

257 278 1 1
業務用固定資産 255 275 6,046 6,046
業務外固定資産 2 2 1,973 1,962

13,909 13,909 3,105

0 663 36,081 32,414

1,474 1,632 　

　 △  363 　△　775 　

565,856 555,452 565,856 555,452

そ の 他 負 債

代 理 業 務 勘 定

借 用 金

譲 渡 性 貯 金

繰 延 税 金 負 債

貯 金現 金

預 け 金

コ ー ル ・ ロ ー ン

買 入 手 形

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

出 資 金

回 転 出 資 金

そ の 他 資 産

債 務 保 証

（ 負 債 の 部 計 ）

負 債 ・ 資 本 の 部

評 価 差 額 金

（ 資 本 の 部 計 ）

外 部 出 資

繰 延 税 金 資 産

法 定 準 備 金

資 本 積 立 金

特 別 積 立 金
当期未処分利益剰余金

引 当 金

（単位：百万円）

合 計 合 計

固 定 資 産

後 配 出 資 金

貸 倒 引 当 金

債 務 保 証 見 返

資 産 の 部
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 　損 益 計 算 書

　 　
　

（ ） ( ) ( )
（ ） ( ) ( )
（ ） ( ) ( )

（ ） ( ) ( )

△ △

　 剰余金処分計算書

　 　

（ ） （ ）
（ ） （ ）

　　（単位：百万円）

次 期 繰 越 利 益 剰 余 金 2 4 5

特 別 積 立 金

特 別 配 当 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

1.0%

当期未処分利益剰余金

3.0%

1 , 9 6 2
1 , 7 1 6

1 5
9 6 7

出資配当金（配当率）
後配出資配当金（配当率）

4 0 0
0

4 2
3 0 6

法 定 準 備 金

科　　　　　目 平成１２年度 平成１１年度

1 1 0
1 , 9 6 2当期未処分利益剰余金

　　（単位：百万円）

2 4 5

4 7

2 , 2 3 9
4 3 5

1 , 8 5 1

2 6 0
2 , 1 6 8

1 0 2
3 1

3 , 3 6 0
2 3

2 3 0
1 , 4 7 3

4 4 7
1 4 0

5 , 3 6 7
3 , 3 8 0

平成１２年度 平成１１年度
7 , 5 3 6
6 , 8 2 7

7 , 2 9 2
6 , 4 5 1

6 5 0
3 , 1 0 1
3 , 0 0 3

1 2 1

法人税・住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 剰 余 金
前 期 繰 越 利 益 剰 余 金

経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税 引 前 当 期 利 益

役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 事 業 費 用
経 費
そ の 他 経 常 費 用

そ の 他 経 常 収 益
経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
う ち 貯 金 利 息

科　　　　　目
経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
う ち 貸 出 金 利 息
う ち 預 け 金 利 息
うち有価証券利息配当金

役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 事 業 収 益

6 3 9
2 , 8 6 4
2 , 8 7 1

1 3 3
5 5 5
1 5 2

5 , 1 5 1
3 , 0 5 0
3 , 0 5 0

2 6
7 9

1 , 6 2 0
3 7 4

2 , 1 4 0
2 5
7

3 6 0
1 0 0
2 8 9

2 , 1 5 9
4 7 5

1 , 7 2 7

1 , 9 7 3

4 3

1 , 9 7 3
1 , 7 3 1

9 6 6
2 4 1

2.5%
0.5%
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６６３百万円 　　　７０７百万円
１５９百万円 　　　１２５百万円
１８８百万円 　　　２０８百万円
１８１百万円 　　　１８２百万円
１３３百万円 　　　１９０百万円
　　０百万円 　１，４０１百万円

当年度

６６３百万円

　　動　　　　産  定率法を採用し、税法基準の償却率による。　

　　建物・構築物　定率法を採用し、税法基準の償却率による。

　　その他有価証券
繰延税金資産の純額(A)－(B)

　　０百万円

　　退職給付引当金超過額
　　国債価格変動引当金
　　その他
繰延税金負債（Ｂ）

　１，４０１百万円

　　　・退職給付引当金の額　　　　　　　　９５０万円
　　　・退職給付費用の額　　　　　　　　　　８２万円
７．固定資産の減価償却は、それぞれ次の方法により計上しています。

　　　　　　　　　税法基準の償却率による。

　しています。
　（２）退職給付債務の額、退職給付引当金の額及びその他の退職給付債務に関する事項
　　　・退職給付債務の額　　　　　　　　　９５０万円
　　　・年金資産の額　　　　　　　　　　　１２６万円

６．退職給付引当金については、次のとおり計上しています。
　（１）採用している退職給付制度の概要
　　　従業員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。また、この制度に加え

　き、簡便法により行っています。

　　、全国共済農業協同組合連合会との契約に基づく適格退職年金制度を採用しています。なお、退職給付債務・退職給付
　　費用の計上にあたっては「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（平成10年６月16日企業会計審議会）に基

８．固定資産の減価償却累計額は８５４百万円です。
９．固定資産の圧縮記帳額は１２７百万円です。

　引（又は売買取引）に準じた会計処理によっています。

　な固定資産として複写機、電子計算機があり、未経過リース料年度末残高相当額は１百万円です。
12．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生要因別の主な内訳等
　（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳は次のとおりです。

繰延税金資産（Ａ）

　　△６９４百万円

前年度

　　そ 　の 　他　税法の定める方法による。

　　日企業会計審議会）に基づき、有価証券の保有目的区分ごとに次のとおり行っています。
　・売買目的有価証券・・・・移動平均法に基づく時価法（洗替方式）
　・満期保有目的の債券・・・償却原価法（移動平均法による定額法）　

　　　　　　　　　　　　　は取得原価法によっています。

　　　　　　　　　　　　　による取得原価の修正を行っています。

　　す。

４．デリバティブ取引の評価は、金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間
　　の格差等を利用して利益を得る等の目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、資産及び負債に計上していま　

５．外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しています。

（貸借対照表の注記）
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
２．金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構成している有価証券の評価基準及び評価方法は、下記３の有価
　証券と同様の方法によっており、信託の契約単位ごとに当年度末の信託財産構成物である資産及び負債の評価額の合計額

３．有価証券の評価基準及び評価方法は、当年度から「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（平成11年１月22

　・その他有価証券・・・・・市場価格のあるものについては、移動平均法に基づく時価法、市場価格のないものについて

　　　　　　　　　　　　　　なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と認められる部分については償却原価法

　　貸倒引当金超過額

　　　また、役員の退任慰労引当金も「役員退職金積立規程」に基づき、当年度末要支給額を退職給付引当金に含めて計上

　　　　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用し、

　　ソフトウェア  自社利用ソフトウェアについては、当会における利用可能期間(５年)に基づく定額法により償却する。

10．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

11．リース契約により使用する重要な固定資産は、貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している重要

　をもって貸借対照表に計上しています。

- 28 -



　 　
％ ％

 
 

　

百万円 百万円 百万円
百万円 百万円 百万円
百万円 百万円 百万円
百万円 百万円 百万円
百万円 百万円 百万円

貸借対照表
計　上　額

1年超5年以内 5年超10年以内 １0年超

　　交際費等永久に損金に算入されない項目

１７．９税効果会計適用後の法人税の負担率　　 １７．２

　　 o売買目的有価証券

　　 o満期保有目的の債券で時価のあるもの

　　　債　　券　　　　40,338百万円　　　 31,636百万円　 　　17,791百万円 　  　    0百万円　

17．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりです。
１年以内

３１．０

△０．６

０．２
△１３．８
０．４

０．２
△１３．４

（調整）

　　その他
　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目

　（２）法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

法定実効税率 ３１．１
当年度前年度

　　　　　　当年度の損益に含まれた評価差額　　　　　　　　百万円

貸借対照表
計　上　額

13. 消費税の会計処理
　　・当年度に負担すべき消費税等額は２百万円です。
　　・消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式です。

　　　　地 方 債  　    681百万円　　　    721百万円　　　     39百万円　　      39百万円　     0百万円　

　け金、並びに「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーが含まれています。以下17．まで同様です。

　　　　　　貸借対照表計上額　　　　　　　　　　　　　　　百万円

　　　株　　式　　 　 　490百万円　　　  1,026百万円　　　    535百万円　　　   545百万円　　   9百万円　

　　　　国  　債  　 58,813百万円　　　 60,641百万円　　　  1,828百万円　　   1,828百万円　     0百万円　

うち益 うち損

　　　合　計　　　  4,904百万円　　　  5,012百万円　　    108百万円　 　   　117百万円　　      9百万円　
　　 oその他有価証券で時価のあるもの

　　　国　債　　　　　　0百万円　　　　　　0百万円　　　　　0百万円　　　　　　0百万円　　　　　0百万円　
　　　地方債　　　　1,698百万円　　　　1,783百万円　       84百万円　　　     84百万円　        0百万円　
　　　社　債　　　　1,400百万円　　　　1,405百万円　　      5百万円　　       14百万円　　      9百万円　
　　　その他　　　　1,805百万円　　　　1,824百万円　 　　　18百万円　　　 　　18百万円　　　　　0百万円　

　　　国　　債　
売却損益

時価 差額

　　　　社　  債  　 24,924百万円　　　 25,305百万円　　　    380百万円　　     501百万円　 　121百万円　

取　得　原　価
又は償却原価

差額 うち益 うち損

売却原価 売却額

　　　　そ の 他  　105,953百万円　　  107,676百万円　　　  1,723百万円　　   1,842百万円　   119百万円　

　　　　なお、上記評価差額から繰延税金負債１，４０１百万円を差し引いた額３，１０５百万円が、「評価差額金」

売却の理由

　　　合　　計　　　190,863百万円　　　195,371百万円　　　　4,507百万円 　　　4,757百万円　　 250百万円　

15．当年度中に売却した満期保有目的の債券は次のとおりです。

　　　に含まれています。

　　　 合　計

16．当年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。

　　　　　　　 　92,109百万円　　　      405百万円　　　     235百万円　　　  　　　　　
売 却 損売 却 益売 却 額

14．有価証券の時価、評価差額に関する事項は次のとおりです。これらには、有価証券のほか、「預け金」の中の譲渡性預

　　　債　　券　　　190,373百万円　　　194,344百万円　　　　3,971百万円 　　　4,212百万円　　 241百万円　

　　　　 合　計   　  59,901百万円　　　 82,472百万円　　　 21,835百万円　　       0百万円　　　　　　

　　　　国  　債  　  34,083百万円　　　 11,003百万円　　　 15,554百万円　　       0百万円　　　　　　
　　　　地 方 債  　     392百万円　　　      0百万円　　　  2,027百万円　　       0百万円　　　　　　
　　　　社　  債  　   5,863百万円　　　 20,633百万円　　　    208百万円　　       0百万円　　　　　　
　　　　そ の 他  　  19,562百万円　　　 50,835百万円　　　  4,044百万円　　       0百万円　　　　　　

　　　そ の 他

　　　地 方 債
　　　社　　債　
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　（２）その他有価証券及びその他の金銭の信託を時価評価することにより生じる評価差額に税効果を勘案した額を「評価差額金

　　　般に使用されている税法基準の償却率を適用することが合理的であるとの判断から、当年度から税法基準の償却率により償
　　　却しています。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、固定資産は５百万円多く計上され、経常利益及び税引前

　　　　自社利用のソフトウェアについては、従来取得時に費用として一括処理しておりましたが、当年度から「研究開発費等に
　　　係る会計基準」（平成10年３月13日企業会計審議会）に基づき、取得費用を資産に計上し利用可能期間に応じて償却するこ

　（２）ソフトウェア

29．金融商品に係る会計基準及び退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（平成10年６月16
　日企業会計審議会））等の適用に伴う「農業協同組合及び農協協同組合連合会の事業報告書、貸借対照表、損益計算書及び付属

　　　前当期利益は０百万円増加しています。

　　　　建物については、従来、税法基準の１６０％の償却率により償却しておりましたが、費用配分をより適正に行うため、一

　ます。

　ます。
28．会計方針の変更
　（１）減価償却の償却方法の変更

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利

　　なお、為替決済、預け金等の取引の担保として、有価証券１，０００百万円、その他資産３３，０００百万円を差し入れてい

26．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づいて、原債務者

27．貸出金には、他の債権者より債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付貸出金６，１７７百万円が含まれてい

　　　すべての債権は、「資産自己査定規程」に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署

　　　賞与引当金は、経理規程に基づき翌年度に支給する賞与のうち、当年度に負担すべき支給見込み額を、「貯金利子諸税その

　　　国債価格変動引当金　　５８８百万円　　「農業協同組合及び農業協同組合連合会の事業報告書、貸借対照表、損益計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び附属明細書の記載方法に関する省令」第49条の規定に基づく引当金

　　を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認め
　　られる債務者に係る債権については、債権額から、担保処分可能見込額及び保証による債権回収可能見込額を控除し、その残
　　額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定

　　　貸倒引当金は、「資産自己査定規程」に基づく査定結果により、当会の「経理規程」及び「資産の評価及び償却・引当の計

　　　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の

　明細書の記載方法に関する省令」の改正により貸借対照表の様式が改定されましたがその内容は次のとおりです。

30．農業協同組合法第52条第１項第６号に規定する純資産の額は３，１０５百万円です。

　しないものです。

　（１）従来の「退職給与引当金」は、「退職給付引当金」に含めて表示しています。

　　　」として資本の部へ計上しています。
　（３）貸倒引当金は、従来負債の部へ計上していましたが、資産の控除方式により表示しています。

　　　当期利益が５百万円増加しています。

　　　ととしています。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、固定資産は０百万円多く計上され、経常利益及び税引

　　状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）の債権については、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

　に対する貸出金として会計処理した参加元本金額の期末残高の総額は、４,０００百万円であります。

　　上基準」に則り、次のとおり計上しています。

18．貸倒引当金の計上基準

　　が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払い猶予、元本の
　返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当

19．賞与引当金

　　期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。

　及び延滞債権に該当しないものです。
23．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３百万円です。

　息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金です。
22．貸出金のうち、３か月以上延滞債権額は１７百万円です。
　　なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３か月以上遅延している貸出金で破綻先債権

21．貸出金のうち、破綻先債権額は２６百万円、延滞債権額は１８８百万円です。

　号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　他」に含めて記載しています。
20．特別法上の引当金は、次のとおり計上しています。

　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又
　は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出
　金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４

25．担保に供している資産は次のとおりです。
　　担保に供している資産はありません。
　　担保資産に対応する債務はありません。

24．破綻先債権額、延滞債権額、3か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２３５百万円です。
　　なお、21.から24.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。
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 　その他財産の状況

●　リスク管理債権残高　●

平成12年度 平成11年度 増　　減

　 2  6 4　6　7 △ 4  4  1

　 1  8  8 1　9　3 △ 5

　 1  7 3 1  4

　 3 3　5 △ 3  2

　 2  3  5 6　9　9 △ 4  6  4

破綻先債権

延滞債権

３か月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

ものを除く。）をいう。

げるものを除く。）をいう。

注４
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として､金利の減免､利息の支払猶予､元本の返済

猶予､債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（注１、注２及び注３に掲げる

未収利息不計上貸出金であって､注１に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として利息の支払を猶予したもの以外のものをいう。

注３
元本又は利息に支払が約定支払日の翌日から３か月以上遅延している貸出金（注１、注２に掲

て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を
除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。のうち､法人税法施行令第96条第１項第３号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じているものをいう。

注２

元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立

破 綻 先 債 権 額

延 滞 債 権 額

３か月以上延滞債権額

貸出条件緩和債権額

（単位：百万円）

合　　　計

区　　　　　　分

注１
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●　自己資本の充実の状況　● 　

 
（Ｂ）
（Ｃ）

（Ｅ）

　
（Ｆ）
（Ｇ）
（Ｈ）
（Ｉ）

　
　

（Ｌ）
（Ｍ）

1 6 . 3 5 ％ 1 6 . 2 7 ％
 

（注記） 上記は、農協法第94条の２に基づく早期是正措置の導入に伴い平成10年3月31日から施行

された農協法第11条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づいて算出した

ものであります。

土地の再評価額と再評価の直前の
帳簿価格の差額の４５％相当額

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等

 自己資本比率    ＝

1 9 4 , 1 6 7
0

 

5 3 6
　
　
0

2 0 2 , 1 4 9
2 0 0 , 6 7 4

1 , 4 7 4

3 1 , 2 4 9
3 1 , 2 4 9

0
3 4 4
3 4 4

 

0

（Ｋ）
×１００

資    産
オ フ バ ラ ン ス 取 引

（Ｊ）

1 9 4 , 1 6 7 リ ス ク ア セ ッ ト   (K)=(L)＋(M)

45％相当額

 自 己 資 本        (J)=(A)＋(H)-(I)

0

0
3 3 , 0 5 0

 控 除 項 目
3 4 4

0

貸 倒 引 当 金

資 本 勘 定
営 業 権 相 当 額

 補完的項目対象額　(D)=(E)＋(F)＋(G)

3 1 , 5 9 3

0
5 3 6 補 完 的 項 目

区　　　　　　　　　　　分

（単位：百万円）

0
5 3 6

3 2 , 5 1 4
平 成 1 2 年 度 平 成 1 1 年 度

3 2 , 5 1 4
 基本的項目          　　(A)=(B)-(C)
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●　取得価額又は契約価額、時価及び評価損益　●

1 .

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

によっております。

よっております。

　表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格、証券投資信託の受益証券

平成11年度

取得価額 時　価 評価損益 取得価額 時　価

27,146

平成12年度

　 　 　

29,134 1,987

17,61229,134 1,987 18,944

　

種　　類
平成12年度 平成11年度

取得価額 時　価 評価損益 取得価額 時　価 評価損益

　 　 　

有 価 証 券 168,621 171,141 2,519

商品有価証券 　 　 　

有 価 証 券

　取得価額は、平成１１年度が貸借対照表価額、平成１２年度が取得価額又は償却原価

　本表記載の有価証券及び商品有価証券は、上場有価証券（債券は国債、地方債、社債）
を対象としております。なお、上場有価証券の時価は平成１１年度は主として東京証券

評価損益

有 価 証 券

商品有価証券

合　　　計

種　　類

1,332

⑵ 　非上場有価証券のうち、時価相当額として価格等の算定が可能なものは、次のとおり

（単位：百万円）

　

1,332

⑴

17,612 18,94427,146

　

　　非上場有価証券の時価は、店頭売買有価証券については日本証券業協会が公表する

188,669 190,703 2,033合　　　計 168,621 171,141

⑶

種　　類 平 成 1 2 年 度 取 得 価 額 平 成 1 1 年 度 取 得 価 額 

　時価情報開示対象有価証券から除いた有価証券の取得価額は次のとおりです。

合　　　計

商品有価証券  

有 価 証 券

　

0 0

0 0

（単位：百万円）

（単位：百万円）

取引所における最終価格、平成１２年度は日本証券業協会が公表する店頭基準気配値に

です。

　売買価格等、公募債券については日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配

　については基準価格によっております。

2,519

188,669 190,703 2,033
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2 .

　

　

3 .

　 　　 　

　

0

金銭の信託

種　　類
平成12年度 平成11年度

取得価額 時　価 評価損益 取得価額 時　価

0 0 0 0

　 注　取得価額は貸借対照表価額によっております。
　　時価等の算定は、以下により金銭の信託の受益者が合理的に算出した価格によってお
　ります。
　ｏ　取引所上場有価証券については、主として東京証券取引所における最終価格によっ
　　ております。
　ｏ　店頭株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。　

合　　　　　計

契 約 額 等 時      価

受取固定支払変動

支払変動受取固定
金利スワップ

（単位：百万円）

評 価 損 益

省令第７条の４第１項第５号に掲げる取引

（単位：百万円）

評価損益

金 銭 の 信 託 0
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●　貸倒引当金の期首残高及び期中の増減額　●

　 　　

　

　

　

　

●　貸出金償却の額　●

　 　　

　

　

合　　　計

一般貸倒引当金

目的使用

493934

437

437

114

その他

期 中 減 少 額期 首

残 高

期　中

増加高

期 末

残 高

個別貸倒引当金

全国農協信用
事業相互援助
積 立 金

186 248 0 186 248

589 114

651

151

338

287

期 首 期　中 期 中 減 少 額 期 末

残 高

106 186 0 106 186

残 高 増加高目的使用その他

594 589 0 594

934

0 158

589

845 790 0 701

貸出金償却額

　 平 成 １ ２ 年 度 平 成 １ １ 年 度

（単位：百万円）

4　3　7 0

（単位：百万円）

平 成 １ ２ 年 度 平 成 １ １ 年 度

158 129 0 0 143 14 0
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 　当 会 の 組 織

●　会員数　●

 1 3年３月末     1 2年３月末

　 2 3 3 0

　 7 2 7 6

　 9 5 1 0 6

●　役　員　●

 

池 端 昭 夫

石 橋 房 冶

皆 川 修 一

小 林 豊

斎 藤 貞 夫

畑 中 正 夫

塚 本 長 夫

光 友 喜 久 夫

●　職員数　●

 1 3年３月末     12年３月末

1 1

6 3 6 2

2 2 2 2

1 1

8 7 8 6

 

正 会 員

準 会 員

合　　　　　　計

区　　　　　　分

〃

監 事

役　　　職　　　名

役　　　職　　　名

代 表 監 事

役　　　職　　　名

（単位：人）

氏　　　　　　　　　　名

〃

〃

〃

経営管理委員会会長

経営管理委員会副会長

経 営 管 理 委 員

〃

常勤・非常勤の別 氏　　　　名

区　　　　　　分

合　　　　　　計

員 外 ・ 常 勤 監 事

女 子 職 員

参 事

男 子 職 員

嘱 託 ・ 常 傭 人

 西　  端　 　　登

 佐 々 木       進

 小    林    清    崇

代 表 理 事 理 事 長

代 表 理 事 専 務 理 事

理 事

常　　　勤

常　　　勤

常　　　勤

常勤・非常勤の別 氏　　　　名

非　常　勤  竹　  下　 　　清

常　　　勤  奥　　山　  重　　隆

非　常　勤  上    嶋 　　　勉   
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●　系統のしくみ　●

　
全

国

段

階

　
県

　
段
　
　
階
　

市

町

村

段

階

　
個
人
・
団
体

越前丹生
越前たけふ
敦賀市、三方五湖、若狭美浜町
若狭

福井市、福井市南部、越前美山、吉田郡
花咲ふくい、春江
テラル越前
鯖江市、今立町、福井池田町

ＪＡバンク福井県信連
（福井県信用農業協同組合連合会）

（ 金 融 ）

福井県１６ＪＡ（農業協同組合）

ＪＡバンク福井県信連は協同組織の金融機関です

（平成13年７月31日）

福井県ＪＡバンク

農 林 中 金 社 団 法 人

（ 農 林 中 央 金 庫 ） 全 国 信 連 協 会

　　 農業者・地域住民
　

　　　　　　　団体・企業等
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福井県信用農業協同組合連合会組織機構図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

○電 話○ 各課共通 ０７７６－２７ 

(※ｼﾞｬｽﾃﾑ対策は ０７７６－５４) 

企画管理 ８２３２   庶 務 ８２３０   経 理 ８２３５ 

審 査 ８２３４   検 査 ８３４５   金融推進 ８２３７ 

研修相談 ８２３６  ※ｼﾞｬｽﾃﾑ対策 ７８９２   融 資 ８２４０ 

特 融 ８２３９   資金証券 ８２４１   貯 金 ８２４３ 

為 替 ８２４４ 

総 会 

理 事 会 経営管理委員会会長 

監 事 会 

代 表 監 事 
経営管理委員会副会長 

専 務 理 事 

理 事 

常 勤 監 事 

監

事

室 

役

員

室 

管

理

部 

推

進

部 

ジ
ャ
ス
テ
ム
対
策
部 

融

資
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庶

務
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金
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進
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修

相

談

課 
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テ
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融

資

課 

特

融

課 

資

金

証

券

課 

貯

金

課 

為

替

課 

経営管理委員会 

理 事 長 

理 事 会 

検

査

課 

審

査

課 

検

査

部 

参 事 



●　店舗一覧　●

　

●　自動化機器の設置状況　●

機　種

ＡＴＭ

ＡＴＭ

ＡＴＭ

◎ Ｃ　Ｄ

◎ Ｃ　Ｄ

◎ Ｃ　Ｄ

◎ Ｃ　Ｄ

◎ Ｃ　Ｄ

◎ Ｃ　Ｄ

福 井 県 警 察 本 部

土曜稼動

○

ＪＡ福井県経済連総合施設センター

設　　置　　場　　所

奥 越 合 同 庁 舎

フ ェ ニ ッ ク ス プ ラ ザ

福 井 県 庁

若 狭 合 同 庁 舎

福 井 県 立 病 院

◎･･･共同出張所（他金融機関と共同で運用）

○

○

日 曜 祝 日 稼 動

○

所　　　　在　　　　地

福井市大手三丁目２番１８号

代表電話番号

0776-27-8230

ＪＡバンク福井県信連本所・会館東側

ＪＡバンク福井県信連本所・正面玄関

店　舗　内 店　舗　外

◆◆◆ 当 会 が 設 置 し て い る 自 動 化 機 器 の 設 置 場 所 ◆◆◆

店　　舗　　名

本　　　　　所

ＪＡが設置している自動化機器

当会が設置している自動化機器

（平成１３年７月３１日現在）

4　9

6　7

0

2

（備考）Ｃ　Ｄ（現金自動支払機）、ＡＴＭ（現金自動預入・支払機）

区　　　　　　　　分

Ｃ　　Ｄ

Ａ Ｔ Ｍ

Ｃ    Ｄ

Ａ Ｔ Ｍ

4　0

2　4

6

1
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●　内国為替の取扱手数料　●

(注)

●　貯金ネットサービス取扱手数料　●

(注)

●　その他の諸手数料　●

　

(注) 上記の手数料には消費税（５％）が含まれております。

上記の手数料には消費税（５％）が含まれております。

上記の手数料には消費税（５％）が含まれております。

ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ｶ ｰ ﾄ ﾞ 再 発 行 手 数 料

１通につき ３１５円
１件につき
１件につき
１件につき
１件につき

５２５円
１，０５０円
１，０５０円
１，０５０円

残 高 証 明 書 発 行 手 数 料
自 己 宛 小 切 手 発 行 手 数 料
通 帳 再 発 行 手 数 料
証 書 再 発 行 手 数 料

無 料

210円

210円

無 料

105円 無 料 105円

105円 210円

受
入
取
引

当会・県内ＪＡカードを

他県ＪＡ・信連カードを

ご利用の場合

ご利用の場合

無　　料 無　　料

210円 105円 210円

無　　料 無　　料

210円 無 料 210円 105円 210円

土　曜　日
9:00～
17:00

日曜日・祝日

14:00～
9:00 14:00 17:00

18:00～
21:00

8:45～ 9:00～8:00～
8:45

8:45～
18:00

支
払
取
引

当会・県内ＪＡカードを

ご利用の場合

他県ＪＡ・信連カードを

ご利用の場合

他行・郵貯カードを

ご利用の場合

８４０円 ６３０円

区　　　　　分

４２０円 ６３０円

県内ＪＡあて
県外ＪＡ・他金融機関あて
（至急扱い） （文書扱い）

送金手数料（１件につき）

代金取立手数料（１通につき）

振込手数料
（１件につき）

４２０円

６３０円

４２０円

５２５円

平　　　　日
区　　　分

１０５円

２１０円

４２０円

１万円未満
１万円以上
３万円未満
３万円以上

４２０円

（ 平 成 13 年 7 月 31 日 現 在 ）主 な 手 数 料 一 覧 表

７３５円

系統金融機関
あて

系統外金融機関あて
電信扱い 文書扱い

３１５円
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●　グループの概況　●

：

　

●　子会社等について　●

　 　 　 　 　 　 　 　

　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

　

●　業務の概況　●

電子計算機並びに諸機械による系統農協受託代行

業務を行っている。

◆㈱くみあい電算センター

25 39.68

会社名 業務内容 所在地 設立年月日 資本金

信用事業「チャレンジ10,000点運動」を実施しました。

化のみでは打つ手がありません。

踏み状態が続いています。

られておりますが、低コスト努力には産業構造、自然条件に限界があり、市場原理や自由

　また、我が国農業は、新農業基本法により食料の安全保障、多面的機能の発揮等を求め

　金融情勢については、日銀の金融緩和政策としてゼロ金利政策が８月まで継続され、流

動性資産選好の高まりとともに、金融機関の定期性預金による資金調達が困難な年でした。

　当会では、”がんばれＪＡ貯金”推進大会を県下ＪＡ役員、信用担当部課長、支店（所）

長２５０余名の参加により開催しました。更に、金融商品の多様化、低金利による貯金の

相対的魅力の低下、ＪＡ貯金の低迷打破、金融機関間の競争激化に対処するため、第10回

信連出資比率

㈱くみあい

電算センター

農協受託代行業務

福井市高木中央

二丁目4201番地

　日本経済は、ＩＴ関連の設備投資と好景気に湧いた米国、アジア等への輸出に主導され、

緩やかながら景気回復を続けていましたが、米国の景気減速による輸出の伸び悩み等で足

（単位：百万円、％）

ＪＡバンク福井県信連 計算事務・電算処理 ㈱くみあい電算センター

昭和49年

4月3日

電子計算機並びに

諸機械による系統

 連 結 の 状 況
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●　連結ベースの主要な経済指標　●

　 　 　 　 　 　　 　 　 　

　 　 　 　　　

　

　

　

　 　

●　連結貸借対照表　●

　 　

資 産 の 部 合 計

1 6 . 5 5 1 6 . 3 4

評 価 差 額 金

負債･資本の部合計

外 部 出 資

繰 延 税 金 資 産

債 務 保 証 見 返

貸 倒 引 当 金

（単位：百万円）

0

0

129

2,146

2,425

0

1,632

平 成 １ ２ 年 度

2 , 2 9 7

1 , 8 8 4

7 , 6 8 6

2 , 3 1 8

2 , 0 0 2

平 成 １ １ 年 度

7 , 4 4 9

257

14,066

1,474

（単位：百万円、％）

（ 資 本 の 部 ）

出資金及び資本金

連 結 剰 余 金

繰 延 税 金 負 債

債 務 保 証

諸 引 当 金

  　△ 363

そ の 他 資 産

現 金

預 け 金

コール・ローン

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

0

556,378

3,105

566,013

17,445

15,687

17,294

15,270

1,825

694

1,474

14,060

556,378

663

1,632

206,281

30,640

954

278

11,301

566,013

523,941 517,479

303,660

0

295,827

0

0

0

0

200,275

32,665

1,695

固 定 資 産

平成12年度 平成11年度

（ 資 産 の 部 ） 　 （ 負 債 の 部 ）

840

平成12年度

経 　　常 　　収 　　益

経　 　常 　　利 　　益

当 　期  　純 　利 　益

総     資     産     額

1,676

5,199

0

平成11年度 科　　　　目

譲 渡 性 貯 金

貯 金

借 用 金

代 理 業 務 勘 定

そ の 他 負 債

3 2 , 5 6 43 6 , 2 3 8純 　　資 　　産 　　額

161

科　　　　目

連 結 自 己 資 本 比 率

5 6 6 , 0 1 3 5 5 6 , 3 7 8

979

　このような中、連結ベースでは電算業務を営む関連会社と連携強化し、経常利益2,297百万円
（対前年比0．9％減）当期剰余金1,884百万円（対前年比5.9％減）、連結自己資本比率16.55％
となりました。

　関連会社、株式会社くみあい電算センターでは郵貯提携システム、二千円札対応など計画ど
おり開発を終了し、安定稼動いたしております。昨年より開発いたしております新日計システ
ム、新購買システムの開発は、平成15年３月のＪＡＳＴＥＭ移行と同時稼動をめざして、鋭意
取り組んでいるところであります。分散系システムとしては、大型合併ＪＡの分散システム、
県内ＪＡグループイントラネットシステムの構築を行ってまいりました。
　ＪＡＳＴＥＭ移行対応としては、当初のマスタースケジュールのとおりの実績をあげました。
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（脚注） 
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 
２．金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構成している有価証券の評価基準及び評価方法は、下記３の有価
証券と同様の方法によっており、信託の契約単位ごとに当年度末の信託財産構成物である資産及び負債の評価額の合計額
をもって貸借対照表に計上しています。 

３．有価証券の評価基準及び評価方法は、当年度から「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（平成11年１月22
日企業会計審議会）に基づき、有価証券の保有目的区分ごとに次のとおり行っています。 
・売買目的の有価証券・・・移動平均法に基づく時価法（洗替方式） 
・満期保有目的の債券・・・償却原価法（移動平均法による定額法） 
・その他有価証券・・・・・市場価格のあるものについては、移動平均法に基づく時価法、市場価格のないものについ

ては取得原価法によっています。 
なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と認められる部分については償却原
価法による取得原価の修正を行っています。 

４．デリバティブ取引の評価は、金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間
の格差等を利用して利益を得る等の目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、資産及び負債に計上しています。 

５．外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しています。 
６．退職給付引当金については、次のとおり計上しています。 
(1) 採用している退職給付制度の概要 

従業員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。また、この制度に加え、
全国共済農業協同組合連合会との契約に基づく適格退職年金制度を採用しています。なお、退職給付債務・退職給付費
用の計上にあたっては「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（平成10年６月16日企業会計審議会）に基づ
き、簡便法により行っています。 
また、役員の退任慰労引当金も「役員退職金積立規程」に基づき、当年度末要支給額を退職給付引当金に含めて計上

しています。 
(2) 退職給付債務の額、退職給付引当金の額及びその他の退職給付債務に関する事項 

・退職給付債務の額   ９５０百万円 
・年金資産の額   １２６百万円 
・退職給付引当金の額   ９５０百万円 
・退職給付費用の額    ８２百万円 

７．固定資産の減価償却は、それぞれ次の方法により計上しています。 
建物・構築物  定率法を採用し、税法基準の償却率による。 

ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採
用し、税法基準の償却率による。 

動    産  定率法を採用し、税法基準の償却率による。 
ソフトウェア  自社利用ソフトウェアについては、当会における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却

する。 
そ  の  他  税法の定める方法による。 

８．固定資産の減価償却累計額は８５４百万円です。 
９．固定資産の圧縮記帳額は１２７百万円です。 
10．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
引（又は売買取引）に準じた会計処理によっています。 

11．リース契約により使用する重要な固定資産は、貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している重要
な固定資産として複写機、電子計算機があり、未経過リース料年度末残高相当額は１百万円です｡ 

12．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等 
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳は次のとおりです。 

前年度    当年度 
繰延税金資産（Ａ）    ６６３百万円    ７０７百万円 

貸倒引当金超過額    １５９百万円    １２５百万円 
退職給付引当金超過額   １８８百万円    ２０８百万円 
国債価格変動引当金   １８１百万円    １８２百万円 
その他     １３３百万円    １９０百万円 

繰延税金負債（Ｂ）      ０百万円   １,４０１百万円 
その他有価証券      ０百万円   １,４０１百万円 

繰延税金資産の純額（Ａ）－（Ｂ）  ６６３百万円   △６９４百万円 
(2) 法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因 

前年度    当年度 
法定実効税率      ３１．０％   ３１．１％ 
（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目        ０．２              ０．２ 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目    △１３．４            △１３．８ 
そ  の  他                 △ ０．６              ０．４ 

税効果会計適用後の法人税の負担率           １７．２             １７．９ 
13．消費税の会計処理 
・当年度に負担すべき消費税等額は２百万円です。 
・消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式です。 
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14．有価証券の時価、評価差額に関する事項は次のとおりです。これらには、有価証券のほか、「預け金」中の譲渡性預け
金、並びに「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーが含まれています。以下17．まで同様です。 
ｏ売買目的有価証券 

貸借対照表計上額     ― 百万円 
当年度の損益に含まれた評価差額   ― 百万円 

ｏ満期保有目的の債権で時価のあるもの 
貸借対照表      時  価     差  額 
計 上 額                         うち益    うち損 

国 債       ０百万円       ０百万円     ０百万円     ０百万円   ０百万円 
地方債   １，６９８百万円   １，７８３百万円    ８４百万円    ８４百万円   ０百万円 
社 債   １，４００百万円   １，４０５百万円     ５百万円    １４百万円   ９百万円 
その他   １，８０５百万円   １，８２４百万円    １８百万円    １８百万円   ０百万円 
合 計   ４，９０４百万円   ５，０１２百万円   １０８百万円   １１７百万円   ９百万円 

ｏその他有価証券で時価のあるもの 
取得原価    貸借対照表    評価差額 
又は償却原価    計 上 額               うち益    うち損 

株 式      ４９０百万円   １，０２６百万円   ５３５百万円   ５４５百万円   ９百万円 
債 券  １９０，３７３百万円 １９４，３４４百万円 ３，９７１百万円 ４，２１２百万円 ２４１百万円 
国 債  ５８，８１３百万円  ６０，６４１百万円 １，８２８百万円 １，８２８百万円   ０百万円 
地方債     ６８１百万円     ７２１百万円    ３９百万円    ３９百万円   ０百万円 
社 債  ２４，９２４百万円  ２５，３０５百万円   ３８０百万円   ５０１百万円 １２１百万円 
その他 １０５，９５３百万円 １０７，６７６百万円 １，７２３百万円 １，８４２百万円 １１９百万円 
合 計 １９０，８６３百万円 １９５，３７１百万円 ４，５０７百万円 ４，７５７百万円 ２５０百万円 
なお、上記評価差額から繰延税金負債１，４０１百万円を差し引いた額３，１０５百万円が、「評価差額金」に含

まれています。 
15．当年度中に売却した満期保有目的の債券は次のとおりです。 

売却原価       売 却 額      売却損益       売 却 の 理 由 
国 債      － 百万円       － 百万円      － 百万円        － 
地方債      － 百万円       － 百万円      － 百万円        － 
社 債      － 百万円       － 百万円      － 百万円        － 
その他      － 百万円       － 百万円      － 百万円        － 
合 計      － 百万円       － 百万円      － 百万円        － 

16．当年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。 
売 却 額       売 却 益      売 却 損 

９２，１０９百万円     ４０５百万円     ２３５百万円 
17．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりです。 

1 年 以 内      1年超５年以内    ５年超え10年以内   10 年 超 
債  券   ４０，３３８百万円   ３１，６３６百万円   １７，７９１百万円   ０百万円 

国 債  ３４，０８３百万円   １１，００３百万円   １５，５５４百万円   ０百万円 
地方債     ３９２百万円        ０百万円    ２，０２７百万円   ０百万円 
社 債   ５，８６３百万円   ２０，６３３百万円      ２０８百万円   ０百万円 
その他  １９，５６２百万円   ５０，８３５百万円    ４，０４４百万円   ０百万円 
合 計  ５９，９０１百万円   ８２，４７２百万円   ２１，８３５百万円   ０百万円 

18．貸倒引当金の計上基準 
貸倒引当金は、「資産自己査定規程」に基づく査定結果により、当会の「経理規程」及び「資産の評価及び償却・引当

の計上基準」に則り、次のとおり計上しています。 
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という）に係る債権及びそれと同
等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）の債権については、担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性
が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債
権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 
すべての債権は、「資産自己査定規程」に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査

部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。 
19．賞与引当金 

賞与引当金は、経理規程に基づき翌年度に支給する賞与のうち、当年度に負担すべき支給見込み額を、「貯金利子諸税
その他」に含めて記載しています。 

20．特別法上の引当金は、次のとおり計上しています。 
国債価格変動引当金 ５８８百万円  「農業協同組合及び農業協同組合連合会の事業報告書、貸借対照表、損

益計算書及び附属明細書の記載方法に関する省令」第49条の規定に基づく
引当金 

21．貸出金のうち、破綻先債権額は２６百万円、延滞債権額は１８８百万円です。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取

立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利
息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる
事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし
て利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金です。 

 
22．貸出金のうち、３か月以上延滞債権額は１７百万円です。 
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なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３か月以上遅延している貸出金で破綻
先債権及び延滞債権に該当しないものです。 

23．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３百万円です。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払い猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延
滞債権に該当しないものです。 

24．破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２３５百万円です。 
なお、21.から24.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。 

25．担保に供している資産は次のとおりです。 
担保に供している資産はありません。 
担保資産に対応する債務はありません。 
なお、為替決済、預け金等の取引の担保として、有価証券１,０００百万円、その他資産３３,０００百万円を差し入れ

ています。 
26．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づいて、原
債権者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額の期末残高の総額は、４,０００百万円であります。 

27．貸出金には、他の債権者より債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付貸出金 ６,１７７百万円が含ま
れています。 

28．会計方針の変更 
(1) 減価償却の償却方法の変更 

建物については、従来、税法基準の１６０％の償却率により償却しておりましたが、費用配分をより適正に行うた
め、一般に使用されている税法基準の償却率を適用することが合理的であるとの判断から、当年度から税法基準の償
却率により償却しています。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、固定資産は５百万円多く計上され、
経常利益及び税引前当期利益が５百万円増加しています。 

(2) ソフトウェア 
自社利用のソフトウェアについては、従来取得時に費用として一括処理しておりましたが、当年度から「研究開発費

等に係る会計基準」（平成10年３月13日企業会計審議会）に基づき、取得費用を資産に計上し利用可能期間に応じて償
却することとしています。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、固定資産は０百万円多く計上され、経常
利益及び税引前当期利益は０百万円増加しています。 

29．金融商品に係る会計基準及び退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（平成10年６
月16日企業会計審議会））等の適用に伴う「農業協同組合及び農業協同組合連合会の事業報告書、貸借対照表、損益計算
書及び付属明細書の記載方法に関する省令」の改正により貸借対照表の様式が改定されましたがその内容は次のとおりで
す。 
(1) 従来の「退職給与引当金」は、「退職給付引当金」に含めて表示しています。 
(2) その他有価証券及びその他の金銭の信託を時価評価することにより生じる評価差額に税効果を勘案した額を「評価差
額金」として資本の部へ計上しています。 

(3) 貸倒引当金は、従来負債の部へ計上していましたが、資産の控除方式により表示しています。 
30．農業協同組合法第５２条第１項第６号に規定する純資産の額は３，１０５百万円です。 
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　 △ 　 　 △
　 　 　

1
2

3

4
　

平 成 １ ２ 年 度 平 成 １ １ 年 度　

3 0 9
5 , 1 5 1

そ の 他 の 特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 益

費 用 1 , 6 2 0

譲 渡 性 貯 金 利 息
借 用 金 利 息
そ の 他 支 払 利 息 2 , 2 0 3

2 , 0 3 5
1 8 6
1 3 3
5 5 5

（ う ち 受 取 奨 励 金 ）
（ う ち 特 別 配 当 ）

役 務 取 引 等 収 益

貯 金 利 息

そ の 他 事 業 収 益
そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

コ ー ル ・ ロ ー ン 利 息
そ の 他 受 入 利 息

貸 出 金 利 息
預 金 利 息
有 価 証 券 利 息 配 当 金

（ う ち 支 払 奨 励 金 ）
2 3

2 3 0
役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 事 業 費 用

2 , 1 8 8
2 6
7 9

3 7 4
2 4

2 , 2 9 7

1 , 4 7 3

8 9
2 , 3 1 8

そ の 他 経 常 費 用
（うち貸倒引当金繰入額）

経 常 利 益
特 別 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損

税 金 等 調 整 前 当 期 利 益 金

償 却 債 権 取 立 益
そ の 他 の 特 別 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 剰 余 金

7 , 4 4 9
6 , 4 5 1

6 3 9
6 4 2

2 , 8 7 1
0

2 , 2 9 7

3 , 0 5 0
8 4 7

0
0

1 , 8 8 4

2 5

7
2
4

0
0

2 5

7 , 6 8 6
6 , 8 2 7

6 5 0
7 6 7

3 , 0 0 3
0

2 , 4 0 5

2 9 0

2 , 1 4 5
1 8 9
1 2 1
4 4 7

5 , 3 6 7
3 , 3 8 0
1 , 1 0 0

0

0
0

1 0 2

0
2 , 2 7 9
2 , 2 5 9

2 6 0

支給額を計上していることから、従来の方法によった場合と比較して、経常利益及び税引前当期利益に

4 3 5
4 7

2 , 0 0 2

（脚　注）

与える影響はありません。

ついて変更しています。従来の方法によった場合と比較して、経常利益及び税引前当期利益に与える影

4 7 5
4 3

響は４７百万円です。

殺した残額を表示しています。相殺した金額は４３７百万円です。

．当年度から金融商品に係る会計基準を適用し、有価証券の評価の方法、デリバティブの評価方法等に

．貸出金償却は、すでに個別貸倒引当金を引き当てていた債権については、償却額と引当金戻入額を相

（単位：百万円）

．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
．当年度から退職給付に係る会計基準を適用しています。しかし、簡便法である自己都合による期末要

2 , 3 1 6

3 1
1

2 9
2 , 3 9 0

1 0 2
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●　連結剰余金計算書　●

　　　　　　　　

　 　　　

（ ） ( ) ( )

　 　 　

　 　 　

　 　
●　自己資本の充実の状況　●

　 　　　

　

  

(I)

(G) 0

5 3 6

2 0 0 , 8 3 1

1 , 4 7 4

負 債 性 資 本 調 達 手 段

補 完 的 項 目

控 除 項 目

オフ・バランス取引 (M)

資 産 (L)

(H)

自 己 資 本 比 率 (J) ／ (K)

3 2 , 6 7 1

3 2 , 6 7 1

0

5 3 6

5 3 6

0

自 己 資 本 (J)＝(A)＋(H)－(I)

リスク・アセット (K)＝(L)＋(M)

3 4 4

資 本 勘 定

営 業 権 相 当 額

(E)貸 倒 引 当 金

0

基 本 的 項 目 (A)＝(B)－(C)

補完的項目対照額 (D)＝(E)＋(F)＋(G)

土地の再評価額と再評価の直前の

帳簿価格の差額の４５％相当額 (F)

1 , 3 0 1

2 0 2 , 3 0 6

当 期 剰 余 金

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

0

3 3 , 2 0 7

3 1 , 3 9 9

3 1 , 3 9 9

0

3 1 , 7 4 4

1 9 4 , 3 1 8

0

1 9 4 , 3 1 8

1 5 , 6 8 7

2 , 0 0 2

1 5 , 2 7 0

1 6 . 4 1 1 6 . 3 5

3 4 4

0

0

3 4 4

（単位：百万円）

1 , 4 6 7

1 , 3 1 6

連 結 剰 余 金 増 加 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

う ち 配 当 金

0

1 3 , 9 5 3

6 1 6

1 , 3 0 1

　 平 成 １ ２ 年 度 平 成 １ １ 年 度

　 平 成 １ ２ 年 度 平 成 １ １ 年 度

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 1 5 , 2 7 0

（単位：百万円）

1 , 8 8 4
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